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土山都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針の変更（ 滋賀県決定）  

 

都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針を次のよ う に変更する 。  

  

１ ． 都市計画の目標 

 

１ －１  基本的事項 

( 1)  目標年次 

本方針の策定に当たり 、 平成 22 年を基準年と し て、 おおむね 20 年後の都市の姿を展

望し つつ、 今後おおむね 10 年間の都市計画の基本的方向を定める も のと する 。 なお、 区

域区分の有無については基準年よ り 15 年後の令和 7 年の将来予測を行った上で定め、

ま た、 具体の事業についてはおおむね 10 年以内に整備する も のを目標と する 。  

  

( 2)  都市計画区域の範囲およ び規模 

本都市計画区域（ 以下「 本区域」 と いう 。） の範囲およ び規模は、 次のと おり である 。  

 

区    分 市 町 名 範   囲 面  積 

土    山 

都市計画区域 

甲 賀 市 行政区域の一部 約 2, 900ha 

 

 

 

 

 

 

( 3)  その他 

・ 本方針の実現に当たっては、 住民・ 企業・ 行政等の協働によ り 進めていく も のと する 。  

・ 今後、都市計画区域の変更を行う 場合等、 必要に応じ て本方針の見直し を行う も のと する 。 

 

( 4)  決定・ 変更年月日 

・ 当初決定  平成 16 年（ 2004 年） ４ 月 30 日 

・ 変更    平成 26 年（ 2014 年） ３ 月 19 日 

・ 変更  令和 ３ 年（ 2021 年） ５ 月 21 日 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲賀市

土山 
都市計画区域 
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（ 参考１ ） 本区域の位置及び範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 滋賀県 

…線引き 都市計画区域 

…非線引き 都市計画区域（ 用途指定あり ）  

…非線引き 都市計画区域（ 用途指定なし ）  

大津湖南 

都市計画区域 

彦根長浜都市計画区域 

甲賀都市計画区域 

長浜北部都市計画区域 

米原東北部都市計画区域 

高島都市計画区域 

信楽高原都市計画区域 

土山都市計画区域 

豊郷甲良都市計画区域 

湖東都市計画区域 

近江八幡八日市都市計画区域 
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（ 参考２ ） 本区域の人口動向 

 

・ 都市計画区域内人口は平成12年（ 2000年） をピーク （ 9, 369人） に緩やかに減少

する 傾向にあり 、 本県の基礎調査の結果（ 国立社会保障・ 人口問題研究所の将

来推計値等を参考） によ る と 、 令和12年（ 2030年） には7, 031人と 推測さ れ、 ピ

ーク 時から 約25. 0％減少する 。  

・ 特に用途地域内においては、 平成12年（ 2000年） をピーク （ 2, 684人） に令和12

年（ 2030年） には1, 908人と 推測さ れ、 ピーク 時から 約28. 9％減少する 。  

・ 高齢者人口の割合は平成12年（ 2000年） から 増加傾向にあり 、本区域の人口に占

める 老年人口の割合は、 平成27年（ 2015年） の30. 5％から 令和12年（ 2030年） に

は35. 4％に増加する 予測である 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 滋賀県（ 基礎調査）  

（ 用途地域内、 用途地域外、 都市計画区域外別人口）  

（ 年齢階級別人口）  
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１ －２   都市づく り の基本理念 

( 1)  区域の現況 

本区域は、 滋賀県の南東部に位置し 、 甲賀市（ 旧土山町の一部の地域） の一部で構成さ

れている 。  

本区域は、鈴鹿山系の麓に位置し 、北方には鈴鹿国定公園の山々が連なり 、野洲川が細

長い谷状の地形から 南下し 、川沿いに市街地が形成さ れている 。ま た、市街地を取り 巻

く よ う に土山茶、近江茶等を栽培する 農地・ 丘陵地が拓けており 、県内有数の林業を支

える 周囲の山々と と も に、豊かな農山村風景を形成する など 、水と 緑の豊かな自然環境

を有し ている 。 さ ら に、 本区域にはかつて、 旧東海道の第 49 番目の宿場町と し て栄え

た土山宿があり 、 今日でも 往時が偲ばれる 歴史的景観が残っている 。  

なお、現在、本区域の市街地は、旧東海道やそれに並行し て走る 一般国道 1 号に沿って

形成さ れている が、 新たな国土軸である 新名神高速道路の甲賀土山イ ンタ ーチェ ンジ

が甲賀都市計画区域と の隣接地域に設置さ れた。  

 

( 2)  区域の課題 

こ のよ う な地域特性を 持つ本区域において、 以下のよ う な課題がある 。  

①新名神高速道路整備に合わせたま ちづく り の推進 

本区域と 都市圏と の結びつき を 強める 新名神高速道路の甲賀土山イ ンタ ーチェ ン

ジが整備さ れたこ と から 、 当該高速道路を活用し たま ちづく り の推進が求めら れて

いる 。  

②少子・ 高齢社会への対応 

本区域では、 年少人口割合の低下と あわせて、平成 22 年時点で高齢化率が 25％を

超えており 、 確実に少子・ 高齢化は進行し ている 。 そのため、 地域コ ミ ュ ニティ の維

持が困難な地域も 出てく る と 考えら れる 。 特に高齢者にと っ て重要な公共交通機関

の充実が必要と さ れている 。  

 

③豊かな自然環境の保全 

本区域には、 野洲川が区域の中央を東西に流れる と と も に、 その川沿いにはお茶・

お米どこ ろにふさ わし い丘陵地や田園空間が広がっている 。ま た、豊富な森林にも 恵

ま れた自然豊かな区域である 。琵琶湖に面し ていない内陸部にある が、琵琶湖や河川

の水源かん養や水質保全の観点から も 重要な地域であり 、 その流域にある 森林環境

や田園環境の保全が求めら れている 。  

 

④歴史・ 文化資源の尊重 

本区域には、再生整備を進めている 旧東海道土山宿の歴史的ま ちなみ等の歴史・ 文

化資源が存在する など 、自然環境や歴史・ 文化資源に恵ま れた区域であり 、豊かな自

然環境と 一体と なっ た歴史・ 文化資源を 尊重し ながら 活用でき る ま ちづく り が求め

ら れている 。  
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( 3)  基本理念 

こ のよ う な本区域の課題を踏まえ、 都市づく り の基本理念を以下のよ う に設定する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○都市機能の集約化の促進 

・ こ れから の人口減少・ 少子高齢化社会に対応でき る よ う 、 公共交通を軸と し た誰

も が暮ら し やすい都市づく り を推進する 。 あわせて今後の都市計画の在り 方は、

環境負荷の増大、イ ンフラ 投資効率の低下や都市の運営コ ス ト の増大等を回避す

る 観点から 、 こ れま での都市の拡大成長を前提と し た在り 方を転換し 、 都市の既

存ス ト ッ ク を 有効活用し つつ、 秩序ある 都市機能の拠点的整備を 進める こ と と

し 、「 人口減少を見据えた未来へと 幸せが続く 滋賀総合戦略（ 令和２ 年( 2020 年)

３ 月策定）」 に基づき 、過度な自動車利用を抑えた脱炭素社会を実現さ せる ため、

既存集落を 核と する 居住の適切な誘導およ び人口減少社会の課題である 持続可

能な都市運営の確保に向け、 集落・ 拠点間を結ぶ道路ネッ ト ワ ーク と 公共交通施

策と を連携さ せる 、 コ ンパク ト ・ プラ ス・ ネッ ト ワ ーク の考え方を 取り 入れた都

市づく り を目指す。  

・ 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影響を踏ま え、「 都市の集積」 のメ リ ッ ト は活かし

つつ、「 三つの密」 の回避や「 職住近接」 への対応など 、 新し い生活様式を取り

入れた都市づく り を目指す。  

 

○交通基盤整備によ る 活力ある ま ちづく り  

・ 観光面や流通産業面への寄与が期待さ れる 新名神高速道路や一般国道 1 号バイ

パス 等の主要幹線道路およ びこ れら のアク セス 道路を 含めた地域道路網と の一

体的な整備を図り 、 経済活動の円滑化・ 活性化や日常生活の利便性の向上を目指

し た交通体系の整備を 図る 。  

・ 新名神高速道路の整備に伴い、イ ンタ ーチェ ンジ周辺での適正な土地利用の誘導

を図り 、 活力と 秩序ある ま ちづく り を図る 。  

 

○安心し て暮ら せる ま ちづく り  

・ 子ども や青年層が将来にわたっ て定住を望み、高齢者も 含めた誰も が快適に住み

続けら れる ために、 生活利便施設や医療・ 福祉施設等の確保、 路線バス の充実な

ど を、 ユニバーサルデザイ ンのま ちづく り 、 安全・ 安心のま ちづく り の観点から
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進める 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○自然環境と 調和し たま ちづく り  

・ 本区域には豊かな自然環境が存在し ており 、こ の豊かな自然環境を次世代に責任

を持って引き 継げる よ う 、 その価値に留意し ながら 開発と 保全と の調和を図り 、

環境に大き な負荷を与えない整備を進め、自然環境と 調和し たま ちづく り を進め

る 。  

 

 

 

○歴史・ 文化資源を活用し たま ちづく り  

・ 本区域には旧東海道沿いの歴史的なま ちなみをはじ めと する 歴史・ 文化資源があ

り 、 必要に応じ てこ れら の保全を図る 一方で、 本区域を特色づけ、 イ メ ージアッ

プの図れる 資源と し て、 土山茶や近江米等の地場産業など、 伝統的資源の魅力向

上や甲賀都市計画区域も 含めた資源間のネッ ト ワ ーク 形成を図る など 、他地域に

誇れる ま ちづく り を進める 。  

 

○安全・ 安心なま ちづく り  

・ 今後想定さ れる 大震災や洪水、 がけ崩れ等の自然災害に対し 、「 地域防災計画」

に基づき 、 防災ネッ ト ワ ーク の強化や避難誘導、 地域の防災施設・ 防災体制の完

備、 災害を想定し た各種対策の準備や地先の安全度マッ プ等の災害リ ス ク 情報、

ハザード マッ プの周知によ る 危険な市街地の形成防止など 様々な面での安全・ 安

心ま ちづく り を進める 。  
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土山都市計画区域の将来都市構造図 
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２ ． 区域区分の決定の有無およ び区域区分を定める 際の方針 

 

２ －１  区域区分の決定の有無 

前述のと おり 、本区域ではこ れま で過度な人口急増はなく 、都市化の圧力も それほど高く

ない状況が続いてき たため、 市街化区域およ び市街化調整区域の区域区分を定めておら ず、

今後も 人口およ び企業立地等は急激に増加し ないと 予測さ れている 。  

ま た、 非線引き 都市計画区域の用途地域指定のない地域（ 白地地域） においては、 農業振

興地域の整備に関する 法律（ 昭和 44 年法律第 58 号） に基づく 農用地区域、 森林法（ 昭和 26

年法律第 249 号） に基づく 保安林、 自然公園法（ 昭和 32 年法律第 161 号） に基づく 特別地

域等の指定状況や、 現状の地形条件等から 開発行為は制限を受けている 。  

以上のこ と から 、当面は急激かつ無秩序な市街化の進行は推測し がたいため、現状通り 区

域区分を定めないも のと する 。  

 

２ －２  目標年次の人口 

本区域の将来における おおむねの人口を次のと おり 想定する 。  

 

【 おおむねの人口】  

年 次  

区 分 

平成 22 年 

（ 基準年）  

令和７ 年 

（ 15 年後）  

都市計画区域内人口 6. 7 千人 おおむね 5. 9 千人 
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３ ． 主要な都市計画の方針 

基本理念で示し た５ 点の実現に向け、 以下に主要な都市計画の方針を示す。  

 

３ －１  土地利用に関する 方針 

( 1)  主要用途の配置の方針 

商業地では活気と 繁栄やアク セス の良さ 、 工業地では効率性、 住宅地では静けさ や安ら

ぎと 利便性が重視さ れる など 、それぞれの土地利用は果たすべき 役割や求めら れる 機能が

異なる 。  

用途の配置については、 都市機能を維持増進し 、 居住環境の保護などを 図る ため、 以下

に示す主要用途の配置の方針およ び市町村の都市計画に関する 基本的な方針（ 市町村マス

タ ープラ ン） 等に基づき 、 商業地、 工業地、 住宅地など の適正な確保と 配置・ 誘導を図る 。 

 

①商業・ 業務地 

土山地域市民セン タ ー周辺と 一般国道１ 号およ び県道岩室北土山線沿道に商業施設

が集積し ている 。 今後と も 商業・ 業務地と し て配置し 、 土山地域市民センタ ー周辺を中

心に商業・ 業務機能の集積を 図る 。  

 

②工業地 

北土山をはじ め、一般国道１ 号沿道に比較的規模の大き な工場がま と ま って立地し て

おり 、 こ れら の地域では今後と も 工業地と し て配置する 。  

なお、 中小工場が混在する 地域での環境保全を 図る と と も に、 新名神高速道路の供用

によ り 飛躍的に向上し た交通利便性を 活かし た地域の活性化と 雇用の場の確保を 図る

ため、 農地や住宅地と の調和を図り ながら 、 環境保全にも 十分配慮し たう えで、 新たな

工業地の配置、 整備を 検討する 。  

 

③住宅地 

既成市街地や一般国道 1 号周辺の農家住宅が混在する 集落地区等について、 鈴鹿山

系の山々や河川、農地等の豊かな自然環境と 調和し たゆと り と 潤いのある 良好な市街地

を 配置し 、 若年層等の定住を 促すよ う な住宅地の形成を図る 。  

ま た、 用途地域内の空閑地等において、 土地区画整理事業等の面的整備によ り 、 新た

な住宅地の形成を行う 。 ま た、 既存集落内には地場産業である 製茶工場等が位置し てい

る が、 こ れら の地域では居住環境に配慮する と と も に機能の維持・ 強化を図る 。  
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( 2)  その他の土地利用の方針 

①秩序ある 都市的土地利用の実現に関する 方針 

本区域の用途地域指定区域については、 基盤整備が進みつつある も のの、 低・ 未利用

地が多く 残さ れている こ と から 、 土地の有効利用の促進を図る 。  

ま た、 新名神高速道路の供用をはじ め、 土地利用や将来人口の動向、 基盤整備の状況

等を勘案し つつ、 用途地域指定をはじ め、 必要に応じ て特定用途制限地域や地区計画の

指定等を 検討する 。  

さ ら に、 用途地域の指定等がなさ れていない区域では、 容積率、 建ぺい率は良好な環

境の保全や地域の実情に配慮し たも のと する 。  

 

②優良な農地と の健全な調和に関する 方針 

本区域では、 土山茶の茶園をはじ め集団的優良農地が連たんし 、 その多く が農業振興

地域の農用地区域に定めら れており 、 農業基盤整備事業の実施が進んでいる 。 こ のよ う

な集団的優良農地は、 土山を 象徴する 景観と なっている と と も に、 生産性の高い農業を

営む農用地と し て環境に配慮し た保全を図る 。  

 

③災害防止の観点から 必要な市街化の抑制に関する 方針 

土砂流出防備等の災害防止の保安林と し て指定さ れている 区域およ び地すべり 防止

区域等の土砂災害の恐れのある 地域については、 市街化を抑制する 。 ま た、 浸水等の水

害によ る 被害が想定さ れる 区域については、「 滋賀県流域治水の推進に関する 条例」（ 平

成 26 年条例第 55 号） 第 24 条に基づき 判断する 。 さ ら に、 土砂災害警戒区域等におけ

る 土砂災害防止対策の推進に関する 法律（ 平成 12 年法律第 57 号） に基づき 、 土砂災害

警戒区域等に指定さ れた区域についても 、 市街化を抑制する 。  

 

④自然環境形成の観点から 必要な保全に関する 方針 

本区域には、 鈴鹿国定公園の指定を受けている 鈴鹿山系の山々など、 景観面で重要な

自然環境が存在し ており 、 本区域に潤いを与える 地域資源と なっている 。 こ れら の山地

部は、 琵琶湖流域である こ と から 、 災害防止や水源かん養、 自然環境に配慮し て保全整

備に努める 。  

 

（ 3） 都市景観の推進に関する 方針 

滋賀県における 景観指針である 「 湖国風景づく り 宣言」 に基づき 、「 ひろがり の風景

づく り 」、「 つながり の風景づく り 」、「 地域ら し さ の風景づく り 」、「 風景を守り 育てる ひ

と づく り 」 の基本目標に即し て景観形成を図り 、 都市の魅力向上を図る と と も に、 総合

的な景観ま ちづく り の推進を 図る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5ー13



 

３ －２  都市施設の整備に関する 方針 

( 1)  交通施設の整備の方針 

①基本方針 

○幹線道路の充実・ 強化 

本区域では、 主要幹線道路と し て一般国道１ 号が東西に横断し ており 、 中京圏と 京阪

神圏を結んでいる 。 今後は、 一般国道１ 号バイ パス をはじ め、 広域交通ネッ ト ワ ーク の

充実・ 強化を図る 。  

 

○暮ら し やすい生活道路網の整備 

本区域の道路網は、 幹線道路やこ れら と 一体と なっ た市道等で構成さ れている が、 集

落内や集落間での円滑な交通処理と 安全で快適な都市生活を支える ため、人々が暮ら し

やすい生活道路網の整備を図る 。 ま た、 誰も が気軽に安心し て外出でき る よ う 、 歩道の

整備に努める 。  

 

○地域特性を活かし た道路環境の整備 

本区域には、旧東海道沿いの歴史的なま ちなみや水と 緑豊かな自然環境を有し ている

こ と から 、 それら 歴史的なま ちなみや自然景観等に配慮し た道路整備を進める 。 ま た、

潤いのある ま ちづく り を形成する ために、 道路沿道の緑化を推進する 。  

 

 

 

 

○公共交通サービス の利便性の向上 

本区域には鉄道駅が無く 、 バス が唯一の公共交通手段である 。 公共交通機関の機能と

し ては利便性が高いと は言えない状況にある ため、甲賀市コ ミ ュ ニティ バス の一層の利

便性向上に努める 。 ま た、 本区域では、 Ｊ Ｒ 貴生川駅の鉄道利用者が多く 、 そのほと ん

ど が自動車によ る アク セス と なっ ている 。こ のためＪ Ｒ 貴生川駅ま でのアク セス 道路の

整備やバス によ る アク セス の促進を図る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5ー14



 

②主要な施設の配置、 整備の方針 

ａ ） 道路 

ⅰ） 自動車専用道路 

新名神高速道路の整備に引き 続き 、 名神名阪連絡道路の整備に向けた調査を 進

める 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ） 主要幹線道路、 幹線道路 

一般国道１ 号の整備に向けた調査を進め、 新名神高速道路甲賀土山イ ンタ ーチ

ェ ンジの周辺道路の整備を図る 。  

ま た、 主要幹線道路に接続し 、 本区域の骨格を形成する 幹線道路の整備を図る 。  

 

ⅲ） その他 

人にやさ し い道路整備を進める にあたり 、 土山地域市民センタ ー周辺や主要な

集落内の主要施設周辺部を中心に、 ユニバーサルデザイ ンによ る 歩道づく り を推

進し 、 安全で快適なま ちづく り を推進する 。  

ま た、 旧東海道沿道や野洲川沿いなど で地域の特色を生かせる 道路整備を図

る 。  

 

ｂ ） バス  

高齢者をはじ め誰も が日常生活において利用でき る 「 甲賀市コ ミ ュ ニティ バス 」

の充実を図る 。 ま た、 Ｊ Ｒ 貴生川駅と の連絡を強化し 、 住民の鉄道利用を促進す

る 。  
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③主要な施設の整備目標 

本区域における 交通施設のう ち、 現在事業を実施し ている も のおよ び優先的におお

むね 10 年以内に実施する こ と を予定する 主要な事業は次のと おり と する 。  

【 現在事業を 実施し ている も のおよ びおおむね 10 年以内に実施する こ と を 予定する 主要な事業】 

種 別 名  称 整備区間等 備考 

道 路 土山蒲生近江八幡線 土山町頓宮 予定 

 ※ 道路については、 平成 30 年３ 月策定の滋賀県道路整備アク ショ ンプロ グラ ム

を参照し ている 。  

  

 

 

 

 

 

( 2)  下水道およ び河川の方針 

  ①基本方針 

   ａ ） 下水道 

下水道については、 健康で快適な生活環境の確保や河川等の公共用水域における

水質保全を図る ため、 公共下水道の計画的な整備を進める と と も に、 農業集落排水

施設や合併処理浄化槽等の整備など 、 各地域の実情を踏ま えた整備を促進する 。 な

お、 本区域は水質汚濁防止法（ 昭和 45 年法律第 138 号） に基づく 生活排水対策重点

地区に指定さ れている こ と から 、 甲賀市において策定さ れている 「 生活排水対策推

進計画」 と も 整合し た整備を進める も のと する 。  

ｂ ） 河川 

河川については、「 河川整備計画」 に基づき 、 治水、 利水およ び河川環境の整備・

保全のバラ ンス の取れた事業を推進する 。  

 

②主要な施設の配置、 整備の方針 

   ａ ） 下水道 

本区域の公共下水道については、 分流式と する 。  

用途地域内においては公共下水道の整備を推進し 、 それ以外の土山・ 大野地区で

は特定環境保全公共下水道の整備を推進する こ と と し 、 都市住民の快適な生活環境

の確保と 水質の効果的な保全を図る 。  

ｂ ） 河川 

砂防指定地内を流れる 河川については、 砂防施設の建設を進め、 河川の荒廃を防

ぎつつ治水を推進する 。  
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③主要な施設の整備目標 

本区域内における 下水道のう ち、 現在事業を実施し ている も のおよ び優先的におお

むね 10 年以内に実施する こ と を予定する 主要な事業は次のと おり と する 。  

【 現在事業を 実施し ている も のおよ びおおむね 10 年以内に実施する こ と を 予定する 主要な事業】 

種 別 名  称  等 事業地 備 考 

下水道 甲賀市（ 土山処理区） 単独公

共下水道 

甲賀市 実施中 

 

( 3)  その他の都市施設の整備の方針 

 ①基本方針 

ａ ） 上水道 

上水道については、 水道整備がほぼ完了し ている も のの、 引き 続き 良質の水を安定

供給し ていく ため、 水質の確保、 施設の拡張・ 改良に努める 。  

ｂ ） 汚物処理場 

汚物処理場については、 下水道整備等と あわせて、 河川の水質保全等のため、 汚物

処理施設の適切な維持管理に努める 。  

ｃ ） 廃棄物処理施設 

循環型社会の実現に向け、 廃棄物の適正処理、 資源の再利用、 ごみの減量化など の

各種施策およ び施設の整備について「 滋賀県廃棄物処理計画（ 平成 28 年 7 月）」、「 滋

賀県一般廃棄物処理広域化計画（ 平成 11 年 3 月）」 およ び市町等の策定する「 一般廃

棄物処理計画」 に基づき 推進し ていく 。  

なお、ごみ焼却場等の施設についてはダイ オキシン類によ る 環境汚染の防止に関す

る 責務を実行する 。  

ｄ ） 教育・ 文化施設 

教育・ 文化施設については、 教育の充実、 教養の増進、 都市機能や居住性の向上を

図る 上で重要である ため、 その機能の維持・ 充実に努める 。  

ｅ ） 医療・ 社会福祉施設 

医療・ 社会福祉施設については、超高齢社会（ 本区域内の高齢化率 25. 0％： 平成 22

年） に対応し た適正な配置を図る と と も に適切な機能の維持・ 充実に努める 。  

ｆ ） 火葬場 

火葬場については、 需要を見極めながら 、 適切な機能の維持・ 確保に努める 。  
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②主要な施設の配置、 整備の方針 

ａ ） 上水道 

上水道については、 北土山の第一水源地など があり 、 こ れら 取水施設や送水施設等

の維持・ 充実や、 新たな水源開発に努める 。  

ｂ ） 汚物処理場 

汚物処理場については、 甲賀市土山オー・ デュ ・ ブールがあり 、 引き 続き 施設の維

持に努める 。  

ｃ ） 廃棄物処理施設 

ごみ処理場及びごみ焼却場については、土山不燃物処理場や甲賀広域行政組合衛生

センタ ー（ 旧水口町） があり 、 引き 続き 適正な処理に努める 。  

ｄ ） 教育・ 文化施設 

教育・ 文化施設については、 身近な施設である 小学校やあいの土山文化ホール、 土

山歴史民俗資料館等があり 、 施設の能力向上に努める 。  

ｅ ） 医療・ 社会福祉施設 

医療・ 社会福祉施設については、エーデル土山（ 特別養護老人ホーム） など があり 、

超高齢社会にも 対応し た適正な配置を 図る と と も に適切な機能の維持・ 充実に努め

る 。  

ｆ ） 火葬場 

火葬場については、 需要を見極めながら 、 適切な機能の維持・ 確保に努める 。  

 

 

３ －３  市街地整備に関する 方針 

( 1)  主要な市街地整備の方針 

 ①市街地整備の抱える 課題 

本区域では、 用途地域内およ びその他の集落地など で公園の不足や幅員の狭い道路

が多いこ と 、 用途地域内の空閑地が残っている こ と など の課題を抱えている 。  

ま た、 本区域では旧東海道沿いに歴史的な面影を残すなど、 地域特性を感じ ら れる 空

間が存在する こ と から 、 地域資源を活かし た個性ある ま ちづく り が課題と なっている 。 

 

②市街地整備の方針 

活力ある 集落地環境を実現する ため、 居住環境の向上を図る 。 ま た、 用途地域内の空

閑地等において定住促進等のため、土地区画整理事業等によ り 計画的な市街地整備を図

る 。  

旧東海道沿い等では、 歴史的なま ちなみの歴史・ 文化資源を保存し 、 魅力の向上と 交

流を促す空間形成を図り 、 多く の人々が訪れ親し める ま ちづく り を進める 。  

こ れら の市街地の整備にあたっては、 可能な限り 避難地・ 避難路や延焼遮断帯の機能

を 確保する など防災性の向上に配慮する も のと する 。  
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３ －４  自然的環境の整備ま たは保全に関する 方針 

( 1)  基本方針 

 ①自然的環境の特徴と 保全およ び整備の基本方針 

本区域は、 北方に鈴鹿国定公園の指定を受けている 山々が連なり 、 こ れら の山地に源

を 発する 野洲川が東西を貫流し ており 、田村川が東から 大き く 蛇行を繰り 返し ながら 野

洲川と 合流し て大野低地へと 流れている 。それら 河川流域に多く の集落が点在する と と

も に、 茶園などの豊かな田園風景も 広がっ ている 。  

こ れら の豊かな自然と 共生する 都市づく り を進める ため、旧東海道沿いの旧集落をは

じ めと する 集落内の社寺境内林や学校等公共施設の緑も 含め、自然環境を適正に保全す

る 。 ま た、 自然の豊かさ や美し さ を実感でき る 交流・ ふれあいの空間整備を 図る と と も

に、 鈴鹿山系の山林と そこ から 流れ出す河川の水辺、 その流域に広がる 農地等を結ぶ水

と 緑のネッ ト ワ ーク の形成を 図る 。  

ま た、潤いのある 生活環境の保持や都市景観の形成、レ ク リ エーショ ン需要への対応、

ある いは災害時の避難場所や救援活動の拠点の確保等を図る ため、 公園・ 緑地の整備計

画を検討する 。  

 

 ②計画水準 

   本区域において、 緑地（ 注１ ） と し て確保する 目標水準は次のと おり と する 。  

【 緑地の確保目標水準】  

 平成 22 年 

（ 基準年）  

令和 7 年 

（ 15 年後）  

緑地の確保目標量 おおむね 110ha おおむね 114ha 

都市計画区域に対する 割合 3. 7 ％ おおむね 4 ％ 

用途地域に対する 割合 73. 3 ％ おおむね 76 ％ 

 

ま た、 本区域において、 都市計画公園・ 緑地等の施設と し て整備すべき 緑地の都市計

画区域内人口１ 人当たり の目標水準は、 次のと おり と する 。  

【 都市計画公園・ 緑地等の施設と し て整備すべき 緑地の目標水準】  

 平成 22 年（ 基準

年）  

令和 7 年 

（ 15 年後）  

都市計画区域内人口 

１ 人当たり の目標水準 

 

 0. 0 ㎡/人 

 

 10. 0 ㎡/人 

 

（ 注１ ）  緑地： 都市計画公園・ 緑地等、 風致地区、 保安林およ び自然公園特別地域等。  

 

( 2)  主要な緑地の配置、 整備の方針 

本区域においては、 現在ある 豊かな水・ 緑や、 歴史・ 文化環境を活かし たま ちづく り の

推進を念頭に、 緑地の配置計画にあたっては、 主と し て環境保全系統、 レク リ エーショ ン

系統、 防災系統、 景観構成系統、 その他の系統の５ つの系統毎に緑地の適切な整備、 保全

を図る 。  
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①環境保全系統 

  ａ ） 地域全体 

鈴鹿山系を源と する 野洲川や田村川等に多様な生き 物の生息する 豊かな自然環境

を有し ている 。 こ れら の自然環境と 一体的に広がる 農地も 含めて保全・ 活用を図る と

と も に、 こ れら を軸と し た環境空間の形成に向け、 緑地の配置を行う 。  

 

②レ ク リ エーショ ン系統 

    ａ ） 地域全体 

広域的なス ポーツ ニーズや本区域の有する 豊かな水と 緑を 活かし たレ ク リ エーシ

ョ ンニーズに応える ため、 現在整備がなさ れている「 あいの丘文化公園」 などの既存

施設の充実や、 新たな運動公園、 総合公園等の整備を検討する 。  

ｂ ） 集落地 

住民の身近な憩いの場、 安心し て遊べる 場と し て、 ま た休息や運動等の場と し て利

用でき る 住区基幹公園を、 人口や土地利用の動向およ び都市施設の状況等を勘案し 、

必要に応じ て配置を行う 。  

 

③防災系統 

  滋賀県域は、 琵琶湖西岸断層帯等の活動によ る 直下型地震や、 南海ト ラ フ 地震によ る

被害が懸念さ れる こ と から 、 防災対策を進める 必要がある 。  

 

 

 

 

ａ ） 自然地域 

水害およ び土砂災害の防止のため、水源かん養機能を有する 森林およ び農地等の保

全を図る 。  

ｂ ） 集落地 

地震、 火災等の災害時における 住民の安全を確保する ため、 避難路、 避難地、 消防

拠点、 延焼防止のための公園・ 緑地を必要に応じ て配置する 。  
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④景観構成系統 

ａ ） 自然地域 

鈴鹿国定公園の美し い山林や野洲川およ び田村川の豊かな河川空間等が形成する

自然景観、 更にこ れら と 調和し た農地・ 集落景観など優れた景観資源の保全・ 充実を

図る 。  

 

ｂ ） 集落地 

土山地域市民センタ ーなど 公共施設が集積する 区域や一般国道 1 号沿道、 ま た旧

東海道沿道など、本区域を代表する 地域については、市街地整備と と も に公共空地の

確保と 松並木等の保存、緑化に努め、公共施設等の建築物など と 合わせた地域一帯の

都市景観の形成に努める 。  

 

⑤その他の系統 

ａ ） 地域全体 

本区域内には、 旧東海道や歴史と 文化を感じ さ せる 古いま ちなみの残る 土山宿が

存在し 、 それら が中心と なって歴史・ 文化景観を形成し ている 。 こ れら の優れた地域

資源の保全・ 充実を図る と と も に、 野洲川等の河川、 山林等の緑空間と を結ぶなど 、

魅力的な環境を感じ ら れる 水と 緑のネッ ト ワ ーク 形成を図る 。  

 

 ( 3)  実現のための具体の都市計画制度の方針 

  本区域における 都市計画公園・ 緑地等については、 以下の方針に従い、 配置およ び整 

備を進める 。  

【 都市計画公園・ 緑地等の配置およ び整備の方針】  

公園・ 緑地等の種別 配置およ び整備の方針 

住区基幹公園 利用圏域人口、誘致距離、 市街地の開発、 土地利用状況およ

び将来見通し 等を勘案し 、適正な配置計画のも と 、整備を推

進する こ と を 検討する 。  

その他の公園・ 緑地 土山運動公園、 田村川親水公園を 整備する 。  
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３ －５  都市景観形成と 保全に関する 方針 

( 1)  基本方針 

本区域は、 自然と 人と の営みが一体と なった田園景観、 野洲川水系の河川景観、 旧東

海道土山宿周辺の伝統的なま ちなみ景観など 、 豊富な自然、 都市、 歴史･文化資源を 有し

ており 、 こ れら の資源を活かし て、 地域の特性に応じ た魅力的かつ一体的な景観形成を

図る 。  

 

( 2)  整備方針 

①歴史的景観の保全と 形成 

旧東海道等の歴史的街道や、 神社仏閣等周辺の伝統的なま ちなみ、 農山村の伝統的な

集落景観等を保全する と と も に、 こ れら を活かし た景観ま ちづく り を推進する 。 特に土

山宿周辺においては宿場町と し ての特徴を活かし た景観形成を図る 。  

 

②幹線道路沿道の景観形成 

一般国道 1 号等の幹線道路沿道においては、 市街地や田園、 山地など、 区間ごと の沿

道の状況に即し た良好な沿道景観の形成を図る も のと する 。 ま た、 沿道には広告物も 多

く 設置さ れる こ と から 、 官民連携によ り 良好な沿道景観の形成に努める も のと する 。  

 

③河川沿岸の景観の保全と 形成 

野洲川等の河川沿岸においては、 周囲の土地利用の状況等景観資源に配慮し 、 つなが

り のある 河川景観の形成を図る こ と と する 。 ま た、 堤防上から の眺望にも 配慮する も の

と する 。  

 

④市街地の景観の保全と 形成 

市街地においては、 土地利用の状況と 周辺環境に調和し た市街地景観を形成する 。 特

に、 中心市街地においては、 都市の玄関口、 顔と し てふさ わし い景観を 形成する ため、

歩いて楽し い風格と 賑わいのある 市街地景観の形成を 図る も のと する 。  

 

⑤農山漁村景観の保全と 形成 

農林漁業の生業が生み出す風景を基盤と し て、 集落と 農地、 山林、 河川等が一体と な

った伝統的な農山漁村景観の保全、 形成を図る も のと する 。  
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３ －６  防災に関する 方針 

( 1)  基本方針 

本区域では、 南海ト ラ フ地震およ び甲賀市周辺の主な活断層（ 頓宮断層、 鈴鹿西縁断

層帯、 鈴鹿坂下断層帯） の被害が懸念さ れる 地域であり 、 甲賀市防災マッ プには、 野洲

川周辺の小学校区ごと に大雨によ る 氾濫し た場合の浸水想定区域と 、 中小河川など の身

近な水路の氾濫を考慮し た地先の安全度マッ プが示さ れている 。 さ ら に、 集中豪雨等に

よ る 山地崩壊や土砂流出が起こ る 危険性のある 急傾斜地などが存在する 。  

こ のよ う に想定さ れる 災害危険の多様性と 地域防災体制の強化を柱と し た「 地域防災

計画」 を防災対策の基本と し 、 地域の防災施設・ 防災体制の整備など 各種対策準備やハ

ザード マッ プの周知等によ り 、 災害に強いま ちづく り を目指す。  

 

( 2)  防災の推進に関する 方針 

①地震・ 火災に強いま ちづく り の推進 

震災等の災害に備え、まちを構造的につく り あげていく こ と が必要であり 、建築物の耐震

化や耐火性の向上の推進を図る 。そのため公共建築物については、十分な耐震性・ 耐火性の

確保に努める と と も に、 民間建築物についても 耐震診断や耐震補強の推進を図る。  

 

②浸水被害に強いま ちづく り の推進 

気候変動によ り 、 今後さ ら に水災害が頻発・ 激甚化するこ と を踏まえ、 河川整備等の「 川

の中」 で水を安全に「 ながす」 基幹的対策に加え、「 川の外」 での対策である「 ためる」「 と

どめる」 「 そなえる」 対策を総合的に組み合わせた「 し がの流域治水」 を推進し 、 浸水被害

に強い都市づく り の実現を目指す。  

 

③土砂災害等に強いま ちづく り の推進 

大雨等によ る がけ崩れ、 土石流、 地すべり 等の土砂災害が想定さ れる危険箇所について、

砂防事業等によ る対策施設の整備を行う と と も に、 土砂災害警戒区域等の指定によ る 災害

リ スク の周知と 警戒避難体制の構築を行う 。  
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３ －７  都市環境に関する 方針 

( 1)  基本方針 

地球温暖化が進む中で、 低炭素社会の実現、 みどり 空間の確保、 省エネルギー化など、

環境への負荷の少ない都市・ 社会の実現が求めら れている 。  

本区域の用途指定地域においても 、 環境負荷の少ない集約・ 連携型都市構造の強化、 緑

を活かし た低炭素型都市の実現、 生物多様性の保全・ 向上、 エネルギーの効率的な利用の

促進などに取り 組むも のと する 。  

また、 本区域の用途無指定地域においては、 甲賀市みんなのまちを守り 育てる条例（ 平

成19年甲賀市条例第60号） などに基づいて適切な土地利用の規制誘導を行う こ と で、 緑地

の保全を図る 。  

 

( 2)  都市環境への取り 組みに関する 方針 

①環境負荷の少ない集約・ 連携型都市構造の強化 

旧東海道の沿道の市街地や集落等（ 空き地・ 空き 家を含む。 ） については、 保全・ 有効

活用を、 また、 集落周辺等に広がるまと まった農地については、 優良農地と し て保全する

こ と を基本と し、 周辺地域への無秩序な市街地の拡大を防止すると と も に、 路線バスによ

る地域間連携を図り 、でき るだけ環境負荷の少ないコ ンパク ト で秩序ある土地利用の形成

を図るも のと する 。  

②緑を 活かし た低炭素型都市 

豊かな自然景観や田園風景の保全、 地産地消等による農林業の積極的な保全、 水辺の保

全などにより 、 緑を活かし た低炭素型都市の実現を目指す。  

③生物多様性の保全・ 向上 

開発等によ る 種の減少・ 絶滅、 生息・ 生育地の減少、 里地里山の手入れ不足等による自

然環境の荒廃や地球温暖化によ り 、 生物の多様性が急速に失われつつあるこ と から 、 緑を

活かし た低炭素型都市の実現と 合わせて、生物多様性の保全およ び向上についての取り 組

みを行う も のと する。  

 

３ －８  福祉のま ちづく り に関する 方針 

( 1)  基本方針 

少子高齢化社会の進展に伴い、 誰も が住みやすい都市の実現が求めら れているなかで、

高齢者や障害者あるいは本区域を訪れる 観光客などにと って、やさ し いユニバーサルデザ

イ ンのまちづく り を進めていく も のと する。  

ユニバーサルデザインの実現に当たっては、 道路や公園、 病院や地域市民センタ ーなど

の公共公益施設、 路線バスなどの公共交通施設のバリ アフリ ー化の推進を図る も のと す

る。  
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都市拠点（商業・業務拠点） 

地域拠点 

周辺都市計画区域 

工業・流通業務拠点 

レクリエーションエリア 

国土軸 

広域連携軸 

都市間連携軸 

都市計画区域界 

行政区域界 

市街地 

農業地 

自然地 

河川・湖沼 
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土山都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 附図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然地 
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